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令和５年度八千代町一般会計補正予算（第８号） 

 

 

 令和５年度八千代町の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 

 （ 歳入歳出予算の補正 ） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５３９，４８７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ９，９６５，０９３千円とする。 

 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、  

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （ 繰越明許費 ） 

第２条  地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、  

「第２表 繰越明許費」による。 

 

 （ 地方債の補正 ） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

   令和５年１２月１３日 提出 

 

                                 八千代町長  野 村  勇  



歳   入 （単位：千円）

11

1 地 方 交 付 税

15

1 国 庫 負 担 金

2 国 庫 補 助 金

16

1 県 負 担 金

2 県 補 助 金

18

1 寄 附 金

19

2 基 金 繰 入 金

20

1 繰 越 金

22

1 町 債 91,346 △8,757 82,589

　　　　　　　  歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 9,425,606 539,487 9,965,093

596,124 25,785 621,909

町 債 91,346 △8,757 82,589

421,171 1,093 422,264

繰 越 金 596,124 25,785 621,909

1,024,982 320,162 1,345,144

繰 入 金 421,174 1,093 422,267

284,970 △1,127 283,843

寄 附 金 1,024,982 320,162 1,345,144

県 支 出 金 765,244 17,647 782,891

444,800 18,774 463,574

918,537 37,550 956,087

253,264 118,745 372,009

1,812,131 27,262 1,839,393

国 庫 支 出 金 1,179,602 156,295 1,335,897

計

地 方 交 付 税 1,812,131 27,262 1,839,393

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額

- 1 -



- 2 -

歳   出 （単位：千円）

1

1 議 会 費

2

1 総 務 管 理 費

2 徴 税 費

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

5 統 計 調 査 費

7 交 通 安 全 対 策 費

3

1 社 会 福 祉 費

2 児 童 福 祉 費

4

1 保 健 衛 生 費

2 清 掃 費

5

1 農 業 費

6

1 商 工 費

7

1 道 路 橋 梁 費

2 河 川 費

3 都 市 計 画 費

8

1 消 防 費

9

1 教 育 総 務 費

教 育 費 793,162 426 793,588

197,360 1,451 198,811

106,562 4,229 110,791

消 防 費 350,046 2,357 352,403

350,046 2,357 352,403

土 木 費 665,008 10,208 675,216

297,768 1,779 299,547

4,619 4,200 8,819

810,792 99,500 910,292

商 工 費 83,704 840 84,544

83,704 840 84,544

409,180 △969 408,211

270,700 954 271,654

農 林 業 費 810,792 99,500 910,292

1,796,231 188,746 1,984,977

1,184,150 3,258 1,187,408

衛 生 費 679,880 △15 679,865

8,584 41 8,625

15,327 346 15,673

民 生 費 2,980,381 192,004 3,172,385

2,047,807 237,444 2,285,251

145,090 △4,500 140,590

79,136 1,029 80,165

議 会 費 115,878 △400 115,478

115,878 △400 115,478

総 務 費 2,321,844 234,360 2,556,204

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計



（単位：千円）

9 5 社 会 教 育 費

6 保 健 体 育 費

11

1 公 債 費

                歳          出          合          計 9,425,606 539,487 9,965,093

278,911 1,690 280,601

公 債 費 604,906 207 605,113

604,906 207 605,113

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

教 育 費 182,956 △2,715 180,241
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第 ２ 表 

繰 越 明 許 費 
 

款 項 事  業  名 金    額 

０２．総 務 費 ０３．戸籍住民基本台帳費 戸 籍 シ ス テ ム 改 修 事 業 ８，０７４千円 
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第 ３ 表 

地 方 債 補 正 
《変更》 

起債の目的 

補正前 補正後 

限度額 

（千円） 

起債の 

方 法 
利率 償還の方法 

限度額 

（千円） 

起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 

臨 時 財 政 対 策 債 55,146 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0%以内 

（但し、利率見

直し方式で借り

入れる政府資金

及び地方公共団

体金融機構資金

について、利率

の見直しを行っ

た後において

は、当該見直し

後の利率） 

政府資金につい

ては、その融資条件

により、銀行その他

の場合にはその債

権者と協定するも

のとする。 

但し、町財政の都

合により据置期間

及び償還期限を短

縮し、若しくは繰上

償還又は低利債に

借り換えすること

ができる。 

46,389 

補正前 

 

に同じ 

補正前 

 

に同じ 

補正前 

 

に同じ 

合 計 55,146    46,389    
 



 



 

☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★ 

★                                                    ☆ 
☆                                                    ★ 

★                                                    ☆ 

☆                                                    ★ 
★                                                    ☆ 

☆                                                    ★ 

★                                                    ☆ 
☆                                                    ★ 

★                                                    ☆ 

☆                                                    ★ 
★                                                    ☆ 

☆                                                    ★ 

★                                                    ☆ 
☆                                                    ★ 

★                                                    ☆ 

☆                                                    ★ 
★                                                    ☆ 

☆                                                    ★ 

★                                                    ☆ 
☆                                                    ★ 

★                                                    ☆ 
☆                                                    ★ 
★                                                    ☆ 

☆                                                    ★ 

★                                                    ☆ 

☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★ 

令 和 ５ 年 度 

 

 

 

一 般 会 計 補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書 

 

 

 

 

 

 

八 千 代 町 
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1 総 　括
（単位：千円）

11

15

16

18

19

20

22

歳　　入　　合　　計 9,425,606 539,487 9,965,093

繰 越 金 596,124 25,785 621,909

町 債 91,346 △8,757 82,589

寄 附 金 1,024,982 320,162 1,345,144

繰 入 金 421,174 1,093 422,267

国 庫 支 出 金 1,179,602 156,295 1,335,897

県 支 出 金 765,244 17,647 782,891

計

地 方 交 付 税 1,812,131 27,262 1,839,393

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳   入

款 補 正 前 の 額 補  正  額



 

　歳　出 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 議 会 費 115,878 △400 115,478 △400

2 総 務 費 2,321,844 234,360 2,556,204 4,488 1,093 228,779

3 民 生 費 2,980,381 192,004 3,172,385 165,701 26,303

4 衛 生 費 679,880 △15 679,865 △15

5 農 林 業 費 810,792 99,500 910,292 3,753 95,747

6 商 工 費 83,704 840 84,544 840

7 土 木 費 665,008 10,208 675,216 10,208

8 消 防 費 350,046 2,357 352,403 2,357

9 教 育 費 793,162 426 793,588 426

11 公 債 費 604,906 207 605,113 207

9,425,606 539,487 9,965,093 173,942 1,093 364,452歳　　出　　合　　計

補    正    額    の    財    源    内    訳

款 特    定    財    源
一般財源
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２　歳　入
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（単位：千円）（款） 11 （項） 1

金　額

1 1,812,131 27,262 1 地方交付税 27,262 普通交付税 27,262

（款） 15 （項） 1

1 839,596 37,550 10 障害者福祉費負担 37,550 障害者自立支援給付費負担金 37,550
金

（款） 15 （項） 2

1 146,883 117,975 1 総務費国庫補助金 117,975 社会保障・税番号制度システム整備費補助金 4,488
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 113,487

2 47,975 770 1 社会福祉費補助金 605 介護保険事業費補助金 605

3 障害福祉費補助金 165 障害者総合支援事業費補助金 165

（款） 16 （項） 1

1 444,449 18,774 9 障害者福祉費負担 18,774 障害者自立支援給付費負担金 18,774
金

（款） 16 （項） 2

2 130,178 △4,880 4 医療福祉費補助金 △4,880 医療費補助金 △5,000
医療福祉事務費補助金 120

5 137,697 3,753 3 園芸振興費補助金 3,753 儲かる産地支援事業補助金（野菜・果樹・特用作物） 3,753

県支出金 県補助金

民生費県補助金 125,298

農林業費県補助金 141,450

県支出金 県負担金

民生費県負担金 463,223

計 444,800 18,774 463,574

計 253,264 118,745 372,009

国庫支出金 国庫補助金

総務費国庫補助金 264,858

民生費国庫補助金 48,745

国庫支出金 国庫負担金

民生費国庫負担金 877,146

計 918,537 37,550 956,087

地方交付税 1,839,393

計 1,812,131 27,262 1,839,393

目 補正前の額 補 正 額 計

地方交付税 地方交付税

節

区　分
説　　明



（款） 16 （項） 2

（款） 18 （項） 1

1 1,024,981 320,162 1 一般寄附金 500 一般寄附金 500

2 ふるさと納税寄附 319,662 ふるさと納税寄附金 319,662
金

（款） 19 （項） 2

9 5,000 1,093 1 国際交流基金繰入 1,093 国際交流基金繰入金 1,093
金

（款） 20 （項） 1

1 596,124 25,785 1 前年度繰越金 25,785 前年度繰越金 25,785

（款） 22 （項） 1

15 55,146 △8,757 1 臨時財政対策債 △8,757 臨時財政対策債 △8,757

一般会計

町債 町債

臨時財政対策債 46,389

計 91,346 △8,757 82,589

繰越金 621,909

計 596,124 25,785 621,909

計 421,171 1,093 422,264

繰越金 繰越金

繰入金 基金繰入金

国際交流基金繰入 6,093
金

一般寄附金 1,345,143

計 1,024,982 320,162 1,345,144

計 284,970 △1,127 283,843

寄附金 寄附金

県支出金 県補助金

- 11 -



３　歳　出
- 12 -

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 △400 115,478 △400 2 給 料 △450 ○議会費職員人件費 △400

4 共 済 費 50     一般職共済組合負担金 50

（款） （項） 1

1 1,412 403,442 1,412 1 報 酬 451 ○一般管理費職員人件費 323

3 職員手当等 283     一般職退職手当組合負担金 145

4 共 済 費 121 ○一般管理費会計年度任用職員人

8 旅 費 17     会計年度任用職員報酬 451

13 使用料及び 140     担金（パート） 31
賃 借 料     会計年度任用職員社会保険料 48

18 負担金､補助 400     務費（パート） 2
及び交付金     会計年度任用職員費用弁償 17

○首長秘書業務事業 540
    有料道路通行料・駐車料 140
    首長営業戦略展開事業交付金 400

4 55 3,577 55 12 委 託 料 55 ○会計管理事業 55
    入出金機改刷対応委託料 55

5 1,210 307,761 1,210 10 需 用 費 1,210 ○庁舎管理事業 1,210
    修繕料 1,210

6 1,093 229,217 1,093 18 負担金､補助 1,093 ○国際交流推進事業 1,093
及び交付金     国際交流推進委員会補助金 1,093

費

企画費 228,124

会計管理 3,522
費

財産管理 306,551

    会計年度任用職員共済組合事

  件費 549

    会計年度任用職員共済組合負

2 総務費 総務管理費

一般管理 402,030
    一般職勤勉手当 138費

    一般職共済組合負担金 40

    一般職　３人 △450

計 115,878 △400 115,478 △400

目 補正前の額 補 正 額 計

1 議会費 議会費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

議会費 115,878



（款） （項） 1

12 660 156,424 660 12 委 託 料 660 ○庁内情報化推進事業 660
    電算処理及びシステム開発・
    改修委託料 660

13 1,848 94,374 1,848 22 償還金､利子 1,848 ○諸費 1,848
及び割引料     国県補助金返還金 1,848

19 231,166 981,460 231,166 7 報 償 費 120,000 ○ふるさと納税推進事業 231,166

11 役 務 費 44,270     通信運搬費 37,180

12 委 託 料 66,896     配送一元化データ処理手数料 1,690
    ふるさと納税受付業務委託料 41,800
    ふるさと納税企画運営業務委
    託料 17,160
    受領証明書発送BPOサービス
    委託料 5,120
    ワンストップ特例受付BPOサ
    ービス委託料 2,816

（款） （項） 2

1 △4,500 117,485 △4,500 2 給 料 △3,700 ○税務総務費職員人件費 △4,500

3 職員手当等 △800     一般職期末手当 △400
    一般職勤勉手当 △400

（款） （項） 3

1 1,029 80,165 △3,459 2 給 料 △4,500 ○戸籍住民基本台帳費職員人件費 △7,100

3 職員手当等 △1,700     一般職期末手当 △900

一般会計

2 総務費 戸籍住民基本台帳費

戸籍住民 79,136 4,488
    一般職　８人 △4,500基本台帳

費

税務総務 121,985
    一般職　１４人 △3,700費

計 145,090 △4,500 140,590 △4,500

計 2,047,807 237,444 2,285,251 1,093 236,351

2 総務費 徴税費

    ふるさと納税謝礼 120,000納税推進
事業費

    オンライン決済手数料 5,400

備費

諸費 92,526

ふるさと 750,294

2 総務費 総務管理費

ＯＡ化整 155,764
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- 14 -

（単位：千円）（款） （項） 3

そ の 他

4 共 済 費 △900     一般職勤勉手当 △400

12 委 託 料 8,129     一般職共済組合負担金 △900
○住民基本台帳等事務事業 4,488
    住民基本台帳システム改修業
    務委託料 4,488
○戸籍事務事業 3,641
    戸籍システム改修業務委託料 3,641

（款） （項） 5

1 41 7,494 41 3 職員手当等 33 ○統計調査総務費職員人件費 41

4 共 済 費 8     一般職住居手当 18
    一般職共済組合負担金 8

（款） （項） 7

1 346 14,279 346 2 給 料 128 ○交通安全対策推進費職員人件費 346

3 職員手当等 98     一般職期末手当 40

4 共 済 費 120     一般職退職手当組合負担金 17
    一般職共済組合負担金 120

計 15,327 346 15,673 346

交通安全 13,933
    一般職　２人 128対策推進

費
    一般職勤勉手当 41

計 8,584 41 8,625 41

2 総務費 交通安全対策費

△3,459

2 総務費 統計調査費

統計調査 7,453
    一般職勤勉手当 15総務費

計 79,136 1,029 80,165 4,488

    一般職退職手当組合負担金 △400

目 補正前の額 補 正 額 計

2 総務費 戸籍住民基本台帳費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明



（款） （項） 1

1 1,618 303,508 1,618 2 給 料 430 ○社会福祉総務費職員人件費 1,140

3 職員手当等 710     一般職期末手当 250

27 繰 出 金 478     一般職退職手当組合負担金 30
○国民健康保険特別会計繰出金事
  業 478
    国民健康保険特別会計繰出金 478

2 1,210 333,803 605 12 委 託 料 1,210 ○老人福祉事務管理事業 1,210
    介護保険システム改修業務委
    託料 1,210

4 △3,120 162,130 1,760 11 役 務 費 380 ○医療福祉事業（県補助分） △9,760

19 扶 助 費 △3,500     医療福祉費（県補助分） △10,000
○医療福祉事業（町単独分） 6,640
    医療福祉費審査支払手数料 140
    医療福祉費（町単独分） 6,500

8 75,551 685,819 19,062 11 役 務 費 121 ○障害福祉サービス等給付事業 75,551

12 委 託 料 330     数料 121

19 扶 助 費 75,100     改修委託料 330
    障害者自立支援給付費 61,254
    障害児自立支援給付費 13,846

14 113,487 175,019 10 需 用 費 100 ○電力・ガス・食料品等価格高騰

11 役 務 費 387     消耗品費 100

12 委 託 料 1,000     口座振込手数料 176

18 負担金､補助 112,000     電算処理業務委託料 500
及び交付金     電力・ガス・食料品等価格高

    騰緊急支援給付金 112,000

一般会計

  緊急支援給付金給付費 113,487ス・食料
品等価格

    通信運搬費 211高騰緊急
支援給付

    システム改修業務委託料 500金給付費

    電算処理及びシステム開発・

電力・ガ 61,532 113,487

障害者福 610,268 56,489
    障害福祉サービス審査支払手祉費

医療福祉 165,250 △4,880
    医療福祉費審査支払手数料 240費

老人福祉 332,593 605
費

社会福祉 301,890
    一般職　１２人 430総務費

    一般職勤勉手当 430

3 民生費 社会福祉費
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（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

（款） （項） 2

1 3,258 207,204 3,258 2 給 料 311 ○児童福祉総務費職員人件費 954

3 職員手当等 383     一般職期末手当 140

4 共 済 費 260     一般職住居手当 112

18 負担金､補助 2,304     一般職共済組合負担金 260
及び交付金 ○子育て環境整備支援事業 2,304

    民間保育所障害児保育事業費
    補助金 2,304

（款） （項） 1

1 △1,050 104,430 △1,050 3 職員手当等 △1,050 ○保健衛生総務費職員人件費 △1,050
    一般職期末手当 △700
    一般職勤勉手当 △350

3 81 33,294 81 10 需 用 費 81 ○環境衛生総務事業 81

11 役 務 費 △153 ○公害対策事業

17 備品購入費 153     機械器具購入費 153

計 409,180 △969 408,211 △969

環境衛生 33,213
    燃料費 81費

    臭気測定検査料 △153

3,258

4 衛生費 保健衛生費

保健衛生 105,480
総務費

計 1,184,150 3,258 1,187,408

    一般職　７人 311総務費

    一般職勤勉手当 81

    一般職退職手当組合負担金 50

説　　明

計 1,796,231 188,746 1,984,977 165,701 23,045

3 民生費 児童福祉費

児童福祉 203,946

目 補正前の額 補 正 額 計

3 民生費 社会福祉費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額



（款） （項） 2

1 954 271,654 954 10 需 用 費 198 ○一般廃棄物減量化推進事業 954

11 役 務 費 756     ごみ袋配布通知郵送料 756

（款） （項） 1

1 820 48,125 820 2 給 料 200 ○農業委員会費職員人件費 420

3 職員手当等 140     一般職勤勉手当 110

4 共 済 費 80     一般職共済組合負担金 80

7 報 償 費 200     地域計画策定講演会講師謝礼 200

18 負担金､補助 200
及び交付金

2 2,015 67,050 2,015 3 職員手当等 90 ○農業総務費職員人件費 165

4 共 済 費 75     一般職勤勉手当 20

18 負担金､補助 1,850 ○農業経営体支援事業 1,850
及び交付金     災害に強い果樹産地育成支援

    事業補助金 1,850

3 93,116 340,387 89,363 2 給 料 280 ○農業振興費職員人件費 867

3 職員手当等 237     一般職期末手当 160

4 共 済 費 350     一般職退職組合負担金 35

18 負担金､補助 92,249 ○農業団体等支援事業 92,249
及び交付金     八千代町主力産品振興助成金 88,496

    儲かる産地支援事業補助金 3,753

一般会計

280費

    一般職勤勉手当 42

    一般職共済組合負担金 350

農業振興 247,271 3,753
    一般職　５人

農業総務 65,035
    一般職期末手当 70費

    一般職共済組合負担金 75

○農業委員会運営事業 400

    各種研修会出席負担金 200

5 農林業費 農業費

農業委員 47,305
    一般職　４人 200会費

    一般職退職手当組合負担金 30

    印刷製本費 198費

計 270,700 954 271,654 954

4 衛生費 清掃費

清掃総務 270,700
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（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

6 3,549 376,471 3,549 18 負担金､補助 3,000 ○水利施設管理事業 3,000
及び交付金     八千代町土地改良事業補助金 3,000

27 繰 出 金 549   金事業 549
    農業集落排水事業特別会計繰
    出金 549

（款） （項） 1

1 840 25,135 840 2 給 料 250 ○商工総務費職員人件費 840

3 職員手当等 210     一般職期末手当 70

4 共 済 費 380     一般職退職手当組合負担金 40
    一般職共済組合負担金 380

（款） （項） 1

1 611 59,697 611 2 給 料 230 ○道路橋梁総務費職員人件費 611

3 職員手当等 151     一般職期末手当 65

4 共 済 費 230     一般職退職手当組合負担金 30
    一般職共済組合負担金 230

2 1,000 203,620 1,000 12 委 託 料 1,000 ○道路維持修繕事業 1,000
    町道舗装及び排水工事測量委
    託料 1,000

道路維持 202,620
費

道路橋梁 59,086
    一般職　７人 230総務費

    一般職勤勉手当 56

計 83,704 840 84,544 840

7 土木費 道路橋梁費

商工総務 24,295
    一般職　４人 250費

    一般職勤勉手当 100

計 810,792 99,500 910,292 3,753 95,747

6 商工費 商工費

説　　明

農地費 372,922

○農業集落排水事業特別会計繰出

目 補正前の額 補 正 額 計

5 農林業費 農業費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額



（款） （項） 1

3 168 24,330 168 2 給 料 30 ○道路新設改良費職員人件費 168

3 職員手当等 38     一般職期末手当 24

4 共 済 費 100     一般職退職手当組合負担金 4
    一般職共済組合負担金 100

（款） （項） 2

1 4,200 8,819 4,200 14 工事請負費 4,200 ○河川対策推進事業 4,200
    新堀川堤防復旧工事請負費 4,200

（款） （項） 3

1 4,229 23,809 4,229 2 給 料 30 ○都市計画総務費人件費 148

3 職員手当等 118     一般職期末手当 48

14 工事請負費 4,081 ○都市計画総務事業 4,081
    東原調整池管理用道路修繕工
    事請負費 4,081

（款） （項） 1

2 2,357 33,217 2,357 8 旅 費 2,357 ○消防団活動事業 2,357
    費用弁償 2,357

一般会計

4,229

8 消防費 消防費

非常備消 30,860
防費

計 350,046 2,357 352,403 2,357

計 106,562 4,229 110,791

7 土木費 都市計画費

都市計画 19,580
    一般職　２人 30総務費

    一般職勤勉手当 70

河川総務 4,619
費

計 4,619 4,200 8,819 4,200

計 297,768 1,779 299,547 1,779

7 土木費 河川費

道路新設 24,162
    一般職　１人 30改良費

    一般職勤勉手当 10

7 土木費 道路橋梁費
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（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

2 1,451 189,261 1,451 1 報 酬 454 ○事務局費職員人件費 △162

2 給 料 △450     一般職期末手当 5

3 職員手当等 38     一般職共済組合負担金 250

4 共 済 費 331   費 543

8 旅 費 8     職員） 454

12 委 託 料 1,070     担金（パート） 31
    会計年度任用職員社会保険料 48
    会計年度任用職員共済組合事
    務費（パート） 2
    会計年度任用職員費用弁償 8
○学校施設管理事業 1,070
    立木伐採処分委託料 1,070

（款） （項） 5

1 △4,300 92,356 △4,300 2 給 料 △3,500 ○社会教育総務費職員人件費 △4,300

3 職員手当等 △800     一般職期末手当 △400
    一般職勤勉手当 △400

4 120 4,446 120 10 需 用 費 120 ○歴史民俗資料館施設管理事業 120
    光熱水費 120

7 1,465 57,400 1,465 4 共 済 費 490 ○図書館費職員人件費 490

10 需 用 費 475 ○図書館運営事業 500

資料館費

図書館費 55,935
    一般職共済組合負担金 490

社会教育 96,656
    一般職　１２人 △3,500総務費

歴史民俗 4,326

計 197,360 1,451 198,811 1,451

9 教育費 社会教育費

    会計年度任用職員報酬（事務

    会計年度任用職員共済組合負

    一般職　９人 △450

    一般職退職手当組合負担金 33

○事務局費会計年度任用職員人件

目 補正前の額 補 正 額 計

9 教育費 教育総務費

補  正  額  の  財  源  内  訳

特　 定　 財　 源

国県支出金 地 方 債
一般財源

節

区　分 金　額
説　　明

事務局費 187,810



（款） （項） 5

17 備品購入費 500     図書館資料購入費 500
○図書館施設管理事業 475
    光熱水費 475

（款） （項） 6

1 △542 49,422 △542 2 給 料 △600 ○保健体育総務費人件費 △542

3 職員手当等 58     一般職退職手当組合負担金 58

6 2,232 206,894 2,232 2 給 料 70 ○給食センター施設費職員人件費 281

3 職員手当等 81     一般職期末手当 50

4 共 済 費 130     一般職退職手当組合負担金 10

10 需 用 費 1,861 ○給食センター施設運営事業 1,951

11 役 務 費 90     修繕料 1,361
    車検等整備料 90

（款） （項） 1

1 207 577,020 207 22 償還金､利子 207 ○元金償還金 207
及び割引料     長期債元金 207

一般会計

計 604,906 207 605,113 207

計 278,911 1,690 280,601 1,690

11 公債費 公債費

元金 576,813

    一般職共済組合負担金 130

    燃料費 500

給食セン 204,662
    一般職　２人 70ター施設

費
    一般職勤勉手当 21

△2,715

9 教育費 保健体育費

保健体育 49,964
    一般職　７人 △600総務費

計 182,956 △2,715 180,241

9 教育費 社会教育費
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　　１　特　　別　　職  

期末手当 寒冷地 その他の

（人） 年間支給率 手　　当 手　　当

7,496

3.40

15,970

3.40

計
684 79,936 23,700 23,466 0 0 3,438 130,540 21,755 152,295

7,496

3.30

15,970

3.30

計
684 79,936 23,700 23,466 0 0 3,438 130,540 21,755 152,295

0

0.10

0

0.10

その他の
特 別 職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

00
議 員

0 0 0 0 00

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

補 正 後

長 等

議 員

3,438 34,6340

0 0

その他の
特 別 職

3 0 23,700

14 50,496 0

667

0 0 0 66,466 15,557

0 0

29,440 0 0 0 0

長 等
0 0 0

667 0 29,440

0 0

0

補 正 前

比 較 0

その他の
特 別 職

0 0

29,440

0

3

66,46614 0 0

長 等

議 員
50,496

34,6340 23,700 0 0

区　　　　分
職員数

給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

報　酬 給　料

0

29,44029,440 0 0 0

備　考

3,438

82,023

地域手当 計

29,440 0

0

合　計

40,832

共済費

15,557

6,198

6,198 40,832

82,023



　　　　　補　　正　　前　　に　　同　　じ　  

2　一　　般　　職

　

職員数

（人） 報酬 給料 職員手当 計

補 正 後 157 (73) 73,972 603,041 422,098 1,099,111

補 正 前 157 (71) 73,067 614,282 423,780 1,111,129

比 較 0  (2) 905 △ 11,241 △ 1,682 △ 12,018

( )内は再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員短時間勤務の職員数であり、外数である。

管理職 扶　養 通　勤 特殊勤 時間外 期　末 勤　勉 住　居 宿日直 管理職員特 職員退職手当

手　当 手　当 手　当 務手当 勤務手当 手　当 手　当 手　当 手　当 別勤務手当 組 合 負 担 金

補 正 後 14,520 18,498 8,340 10 36,064 144,941 104,556 6,286 1,380 2,428 85,075

補 正 前 14,520 18,498 8,340 10 36,064 146,419 104,972 6,156 1,380 2,428 84,993

比 較 0 0 0 0 0 △ 1,478 △ 416 130 0 0 82

合  計

205,716

             （単位:千円）

区 分

備   考

（１）　総　　　　括

　　　職員手当の内訳

1,304,827

204,053

1,663

1,315,182

△ 10,355

給　　　与　　　費
区　　分 共済費
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職員数

（人） 報酬 給料 職員手当 計

補 正 後 157 (9) 0 603,041 409,324 1,012,365

補 正 前 157 (9) 0 614,282 411,006 1,025,288

比 較 0 (0) 0 △ 11,241 △ 1,682 △ 12,923

( )内は再任用短時間勤務職員の職員数であり、外数である。

管理職 扶　養 通　勤 特殊勤 時間外 期　末 勤　勉 住　居 宿日直 管理職員特 職員退職手当

手　当 手　当 手　当 務手当 勤務手当 手　当 手　当 手　当 手　当 別勤務手当 組 合 負 担 金

補 正 後 14,520 18,498 8,340 10 36,064 132,167 104,556 6,286 1,380 2,428 85,075

補 正 前 14,520 18,498 8,340 10 36,064 133,645 104,972 6,156 1,380 2,428 84,993

比 較 0 0 0 0 0 △ 1,478 △ 416 130 0 0 82

　

1,663 △ 11,260

　　　職員手当の内訳

区 分

193,638 1,206,003

191,975

             （単位:千円）

区　　分
給　　　与　　　費

共済費 合  計 備   考

    ア　会計年度任用職員以外の職員

1,217,263



　

職員数

（人） 報酬 給料 職員手当 計

補 正 後 0 (64) 73,972 0 12,774 86,746

補 正 前 0 (62) 73,067 0 12,774 85,841

比 較 0  (2) 905 0 0 905

( )内は短時間勤務職員の職員数であり、外数である。

管理職 扶　養 通　勤 特殊勤 時間外 期　末 勤　勉 住　居 宿日直 管理職員特 職員退職手当

手　当 手　当 手　当 務手当 勤務手当 手　当 手　当 手　当 手　当 別勤務手当 組 合 負 担 金

補 正 後 0 0 0 0 0 12,774 0 0 0 0 0

補 正 前 0 0 0 0 0 12,774 0 0 0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　　職員手当の内訳

区 分

12,078 98,824

12,078 97,919

0 905

    イ　会計年度任用職員              （単位:千円）

区　　分
給　　　与　　　費

共済費 合  計 備   考
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（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

　　　（単位:千円）

区　　分 増　減　額 説　　　明 備　　　考

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 6,196 給与表の改定

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 17,437 人事異動  

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,682 人事異動 　

　 　

 　

増　減　事　由　別　内　訳

給　　　　料 △ 11,241

職 員 手 当 △ 1,682



 　

（単位：円）　イ　　初　　任　　給

（3）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　分 行　　　一　　　職 行　　　二　　　職

令和 5年10月 １日現在

平均給料月額（円） 312,533 251,717

平均給与月額（円） 339,213 257,900

平 均 年 齢 （歳） 40.84 50.33

令和 4年10月 １日現在

平均給料月額（円） 311,376 244,000

平均給与月額（円） 335,808 250,813

平 均 年 齢 （歳） 41.07 49.33
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　ウ　級別等職員数

等 級 職員数（人） 構成比（％） 等 級 職員数（人） 構成比（％）

1　級 32 21.3 1　級 1 16.7

2　級 21 14.0 2　級 2 33.3

3　級 27 18.0 3　級 3 50.0

4　級 33 22.0   

5　級 12 8.0

6　級 18 12.0

7　級 7 4.7

計 150 100.0 計 6 100.0

1　級 31 20.4 1　級 1 16.7

2　級 25 16.4 2　級 4 66.6

3　級 24 15.8 3　級 1 16.7

4　級 37 24.4    

5　級 7 4.6

6　級 22 14.5

7　級 6 3.9

計 152 100.0 計 6 100.0

区　　　　　分
行　　　　一　　　　職 行　　　　二　　　　職

令和 5年10月 1日現在

令和 4年10月 1日現在

 級別の標準的な職務内容
　　　補　正　前　に　同　じ



    エ　昇　給

補　正　前　に　同　じ

　オ　期末・勤勉手当  

6 月 (月分） 12 月 （月分）

2.200　(1.150) 2.300　(1.200) 4.500 (2.350) 有

2.200　(1.150) 2.200　(1.150) 4.400 (2.300) 有

2.200　(1.150) 2.300　(1.200) 4.500 (2.350) 有

( )内は再任用職員の標準的な支給率である。

　カ　定年退職及び勧奨退職に係わる退職手当

補　正　前　に　同　じ

　キ　特殊勤務手当

補　正　前　に　同　じ

　ク　その他の手当

　
補　正　前　に　同　じ

改 定 前

国 の 制 度

職制上の段階、職
務の級等による加
算措置

備　　考

改 定 後

区　　　　　分
支給期別支給率

支給率計

- 29 -
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補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額

2,579,317 2,485,846 36,200 36,200 183,447 183,447 2,338,599 2,338,599

⑴ 総 務 163,287 145,653 17,994 17,994 127,659 127,659

⑵ 民 生 98,561 89,754 8,902 8,902 80,852 80,852

⑶ 衛 生

⑷ 農 林 42,926 51,857 27,800 27,800 8,571 8,571 71,086 71,086

⑸ 商 工

⑹ 土 木 293,856 249,730 33,424 33,424 216,306 216,306

⑺ 消 防 41,900 84,067 6,500 6,500 14,267 14,267 76,300 76,300

⑻ 教 育 1,933,603 1,860,751 1,900 1,900 99,138 99,138 1,763,513 1,763,513

⑺ 災 害 復 旧 5,184 4,034 1,151 1,151 2,883 2,883

4,538,644 4,254,464 55,146 △ 8,757 46,389 393,366 207 393,573 3,916,244 △ 8,964 3,907,280

⑴ 補 正 予 算 債 281,649 258,581 23,458 23,458 235,123 235,123

⑵ 減 税 補 て ん 債 19,589 12,863 5,286 5,286 7,577 7,577

⑶ 財 源 対 策 債 177,592 162,162 16,611 16,611 145,551 145,551

⑷ 減 収 補 て ん 債 16,252 16,252 16,252 16,252

⑸ 臨 時 財 政 対 策 債 4,043,562 3,804,606 55,146 △ 8,757 46,389 348,011 207 348,218 3,511,741 △ 8,964 3,502,777

⑹ 借 換 債

7,117,961 6,740,310 91,346 △ 8,757 82,589 576,813 207 577,020 6,254,843 △ 8,964 6,245,879

1. 普 通 債 .

2. そ の 他 .

合 計

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

（単位：千円）

区 分
前々年度
末現在高

前年度末
現 在 高

当該年度中増減見込額
当該年度末現在高見込額

当該年度中起債見込額 当該年度中償還見込額
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 01 一般管理費 所属 0101010100-0000 秘書課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

5,338 2,878 2,461

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 540 4,798
事業

0004 首長秘書業務事業 (簡略番号：000099) 区　　分 今回補正額

補正査定
　町長及び副町長のスケジュール調整、渉外業務を補佐する。 01 報酬 16 公有財産購入費

4,798 5,338

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 540
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　八千代町財務規則 05 災害補償費 20 貸付金

400 400
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　渉外業務においては町のPRを念頭に処理する。 02 給料 17

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　町長交際費に関する内規 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 140 140 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

540
　有料道路通行料・駐車料　140千円
　 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　首長営業戦略展開事業交付金　400千円 15 原材料費 合　計 540
５．主な要求内容 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

02款 01項 01目 000400000事業 首長秘書業務事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 04 会計管理費 所属 0101060000-0000 会計課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

3,577 2,859 719

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 55 3,522
事業

0001 会計管理事業 (簡略番号：000330) 区　　分 今回補正額

補正査定
　町の事務事業を進めるために必要な金銭の収入及び支出等の事務処理及び資金運用 01 報酬 16 公有財産購入費

3,522 3,577

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 55
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

05 災害補償費 20 貸付金
　地方自治法、地方自治法施行令、八千代町財務規則 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21

５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 55 55 27 繰出金

寄附金
　 11 役務費 26 公課費
　（補正予算のため省略） 10 需用費 25

55

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 55
　入出金機の新紙幣に対応するための改刷改造委託料 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

02款 01項 04目 000100000事業 会計管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 33 -
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 05 財産管理費 所属 0101020300-0000 財務課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

78,001 61,091 16,911

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,210 76,791
事業

0001 庁舎管理事業 (簡略番号：000355) 区　　分 今回補正額

補正査定
　・庁舎の維持管理及び警備に関すること 01 報酬 16 公有財産購入費

76,268 77,478

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

523 523
補助単独区分 目的区分 総－総－庁舎等 一般財源 1,210
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

05 災害補償費 20 貸付金
　・八千代町庁舎管理規則 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21

　・庁舎１、２階空調集中リモコン修繕一式　1,210千円 13 使用料及び賃借料 予備費
５．主な要求内容 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 1,210 1,210 25

1,210

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 1,210
14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

02款 01項 05目 000100000事業 庁舎管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010100-0000 秘書課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金

6,093 5,000 1,093

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,093 5,000
事業

0011 国際交流推進事業 (簡略番号：014565) 区　　分 今回補正額

補正査定
　本町における総人口に対する外国人住民の割合が約6％を占めており、国籍別では、ベト 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

5,000 6,093
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,093

　交流が必要である。 05 災害補償費 20 貸付金

1,093 1,093
　が予想される。日本人と外国人の相互理解を深め、人的交流、文化交流、技術・経済 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　地企業や事業所など、様々な分野において技能実習生、特にベトナムからの実習生の増加 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　ナムが一番多く、次いで中国、スリランカとなっている。今後も、農業をはじめ、町内立 02 給料 17

　令和４年10月26日ベトナム国ラムドン省ラックズォン県と友好都市協定締結 09 交際費 24 積立金
２．根拠法令又は従来の経緯 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
３．事業費当初予算比較 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

　ラックズオン県ホームステイ事前調査　1,093千円 繰入金 19020901001 国際交流基金繰入金 1,093

1,093

５．主な要求内容 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　（補正予算のため省略） 15 原材料費 合　計 1,093
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

02款 01項 06目 001100000事業 国際交流推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画
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款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 12 ＯＡ化整備費 所属 0101020100-0000 総務課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金

139,289 108,145 31,145

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 660 138,629
事業

0001 庁内情報化推進事業 (簡略番号：000632) 区　　分 今回補正額

補正査定
　国における電子政府構想に見られるように、情報化社会は急速な発展を遂げている。我々 01 報酬 16 公有財産購入費

138,629 139,289

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 660
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

05 災害補償費 20 貸付金
　るよう事業推進を図る。 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　化・効率化の一層の推進が迫られており、行政サービスの向上と住民のニーズに応えられ 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　地方公共団体においても、行政情報の電子化及びその総合的な利用による行政事務の簡素 02 給料 17

　削減を図った。平成30・31年度において、情報系機器のﾘﾌﾟﾚｰｽを実施し、令和2年度に戸 09 交際費 24 積立金
　れにより、複雑多様化した情報化社会に対応するとともに、電算ｼｽﾃﾑ運用経費と人件費の 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　平成18年4月からｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを取り入れた分散処理方式による新ｼｽﾃﾑの運用を開始した。こ 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令又は従来の経緯 06 恩給及び退職年金 21

３．事業費当初予算比較 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 660 660 27 繰出金

寄附金
　情報系機器のﾘﾌﾟﾚｰｽを実施予定である。 11 役務費 26 公課費
　籍ｼｽﾃﾑを更新、令和3年度には、基幹系ｼｽﾃﾑのﾘﾌﾟﾚｰｽ等を行った。また、令和5年度には、 10 需用費 25

　・公会計ｼｽﾃﾑ電子決裁ｵﾌﾟｼｮﾝ追加業務委託　660千円
５．主な要求内容

660
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況
　（補正予算のため省略） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 660
　（補正予算のため省略） 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

02款 01項 12目 000100000事業 庁内情報化推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 13 諸費 所属 0101020300-0000 財務課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金

94,332 91,065 3,268

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,848 92,484
事業

0001 諸費 (簡略番号：000666) 区　　分 今回補正額

補正査定
　他の款に区分できない経費を計上している。（特に、過年度に歳入した国県支出金で精算 01 報酬 16 公有財産購入費

92,484 94,332

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 1,848
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

05 災害補償費 20 貸付金
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　により後年度で返還するもの） 02 給料 17

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金

1,848 1,848
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21

　国県補助金返還金　　　　　　　　　　　　　　　　　1,848千円 13 使用料及び賃借料 予備費
５．主な要求内容 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 25

1,848
　　（令和４年度県）　医療費補助金　　　　　　　1,021,754円

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　（令和４年度国庫）感染症予防事業費等補助金　　377,000円 15 原材料費 合　計 1,848
　　（令和４年度国庫）児童手当負担金　　　　　　　448,999円 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

02款 01項 13目 000100000事業 諸費

計 上 額実施
計画

実施計画

- 37 -



- 38 -

款 02 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 総務管理費 19 ふるさと納税推進事業費 所属 0101050200-0000 産業振興課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

981,460 517,369 464,092

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 231,166 750,294
事業

0001 ふるさと納税推進事業 (簡略番号：013103) 区　　分 今回補正額

補正査定
　「ふるさと納税」は、生まれ育ったふるさとやゆかりのある地域など、応援したい自治体 01 報酬 16 公有財産購入費

750,294 981,460

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 231,166
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

05 災害補償費 20 貸付金
　名度向上並びに交流人口、関係人口の増加、自主財源の確保を目指すもの。 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　制度の適切かつ円滑な運用、推進を図ることで、地場産業及び地域経済の活性化、町の知 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　に対して自らの意志で寄附による貢献ができる制度である。 02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　・所得税法第78条（寄附金控除） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　・地方税法第37条の2、第314条の7（寄附金税額控除） 07 報償費 120,000 120,000 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令又は従来の経緯 06 恩給及び退職年金 21

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 66,896 66,896 27 繰出金

寄附金
　補正予算のため省略 11 役務費 44,270 44,270 26 公課費
３．事業費当初予算比較 10 需用費 25

　・オンライン決済手数料・・・寄附金額400,000千円×90％×1.5％＝5,400千円
　・配送一元化データ処理手数料・・・手数料88円×対象寄附件数19,200件＝1,690千円

　・通信運搬費・・・配送料36,540千円＋受取人払い料金640千円＋ワンストップ返送費用6
　0千円＝37,180千円

231,166
５．主な要求内容
　・ふるさと納税謝礼・・・寄附金額400,000千円×返礼割合30％＝120,000千円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 231,166
　補正予算のため省略 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　・ワンストップ特例受付BPOサービス委託料・・・申請書1,760千円＋オンライン申請1,05
　6千円＝2,816千円

　0千円
　・受領証明書発送BPOサービス委託料・・・160円×寄附見込み件数32,000件＝5,120千円

　・ふるさと納税受付業務委託料・・・寄附金額400,000千円×9.5％×1.1＝41,800千円
　・ふるさと納税企画運営業務委託料・・・対象寄附金額240,000千円×6.5％×1.1＝17,16

02款 01項 19目 000100000事業 ふるさと納税推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 02 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 戸籍住民基本台帳費 01 戸籍住民基本台帳費 所属 0101030200-0000 戸籍住民課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

4,488
県支出金 261 261

8,827 3,747 5,081

財
源
内
訳

国庫支出金 4,488

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 4,488 4,339
事業

0002 住民基本台帳等事務事業 (簡略番号：000842) 区　　分 今回補正額

補正査定
　・住民票、戸籍附票、戸籍全部（個人）事項証明書等の発行 01 報酬 16 公有財産購入費

3,785 3,785

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

293 293
補助単独区分 目的区分 総－戸籍・住民基本台 一般財源
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

　・住民基本台帳事務における支援措置 05 災害補償費 20 貸付金
　・個人番号カードの交付及び再交付 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　・各種届出書の受理 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　・印鑑登録、印鑑証明書の発行 02 給料 17

　・住基ネットワーク関係 09 交際費 24 積立金
　・中長期在留者居住地届出事務 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　・印紙等購入基金の運用（収入印紙や収入証紙の購入、在庫枚数や手数料の管理） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・旅券申請受付、交付事務 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 予備費
　住民基本台帳法、戸籍法、八千代町印鑑条例、旅券法 12 委託料 4,488 4,488 27 繰出金

寄附金
２．根拠法令又は従来の経緯 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

５．主な要求内容
　マイナンバーカードへの氏名等の振り仮名及びローマ字表記のために、住民票等に氏名等

　（補正予算のため省略） 国庫支出金 15020101005 社会保障・税番号制度システム 4,488

4,488

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　（補正予算のため省略） 15 原材料費 合　計 4,488
３．事業費当初予算比較 14 工事請負費

補助金等の名称 社会保障・税番号制度システム整備費補助金
補助基本額 4,488 補助率 100.0% 補助金額

　・証明書コンビニ交付システム改修　638千円
　　合計　4,488千円

　の振り仮名を記載する機能の整備を行う。
　・住民基本台帳システム改修　3,850千円

02款 03項 01目 000200000事業 住民基本台帳等事務事業

計 上 額

4,488

実施
計画

実施計画

- 39 -



- 40 -

款 02 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
総務費 項 戸籍住民基本台帳費 01 戸籍住民基本台帳費 所属 0101030200-0000 戸籍住民課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

4,433
県支出金

19,771 11,605 8,166

財
源
内
訳

国庫支出金 4,433

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,641 16,130
事業

0003 戸籍事務事業 (簡略番号：015725) 区　　分 今回補正額

補正査定
　戸籍法改正に伴い、戸籍情報の全国的な連携が令和6年度より運用開始されるため、令和5 01 報酬 16 公有財産購入費

11,697 15,338

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 総－戸籍・住民基本台 一般財源 3,641
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　戸籍法の一部を改正する法律、デジタル手続法（略称） 05 災害補償費 20 貸付金
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　年度は「仮名の法制化」に伴う戸籍システム改修が必要である。 02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21

５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 3,641 3,641 27 繰出金

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

3,641
　　戸籍附票システム改修（仮名の法制化）　3,817千円
　　（予算措置済　　　　　　　　　　　　△4,433千円） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　戸籍情報システム改修（仮名の法制化）　4,257千円 15 原材料費 合　計 3,641
　戸籍システム改修業務委託料 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

02款 03項 01目 000300000事業 戸籍事務事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101030400-0000 国保年金課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

29,000
県支出金 71,500 71,500

188,297 188,297

財
源
内
訳

国庫支出金 29,000

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 478 187,819
事業

0005 国民健康保険特別会計繰出金事業 (簡略番号：001614) 区　　分 今回補正額

補正査定
　法定繰入分として、保険基盤安定負担金（保険税軽減分・未就学児軽減分・保険者支援分 01 報酬 16 公有財産購入費

87,318 87,796

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

1 1
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 478
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　面、医療の高度化などにより給付する医療費は増加の一途をたどっている。繰入金なく国 05 災害補償費 20 貸付金
　納付金分、保健事業分等がある。国民健康保険加入者の高齢化、低所得化が進んでいる反 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　一般会計から繰り入れることは法で定められている。その他、法定外繰入分として、事業 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　）、事務費（職員人件費）、出産育児一時金（町負担は基準給付額の２／３）についてを 02 給料 17

２．根拠法令又は従来の経緯 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　負担の平準化を行うためにも一般会計からの繰入は必要である。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　庫負担金や保険税だけで事業経費を賄うには、加入者の負担が増大しているため、保険税 06 恩給及び退職年金 21

478
　（補正予算のため省略） 13 使用料及び賃借料 予備費
３．事業費当初予算比較 12 委託料 27 繰出金 478

寄附金
11 役務費 26 公課費

　国民健康保険法 10 需用費 25

　

５．主な要求内容
　・国民健康保険特別会計繰出金　 478千円

478
　（補正予算のため省略）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 15 原材料費 合　計 478
14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

03款 01項 01目 000500000事業 国民健康保険特別会計繰出金事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 41 -



- 42 -

款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 02 老人福祉費 所属 0101040100-0000 福祉介護課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 6. 2. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

605
県支出金

1,420 116 1,305

財
源
内
訳

国庫支出金 605

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,210 210
事業

0001 老人福祉事務管理事業 (簡略番号：001711) 区　　分 今回補正額

補正査定
　高齢者支援のために必要な消耗品の購入や訪問車の維持管理をすることで、円滑に老人福 01 報酬 16 公有財産購入費

209 814

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

1 1
補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 605
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

２．根拠法令又は従来の経緯 05 災害補償費 20 貸付金
04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　を改修し、介護保険制度の運営の安定を図る。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　祉事務管理事業を遂行する。また、介護保険法改正等の動きに合わせ、介護保険システム 02 給料 17

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　介護保険法 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 1,210 1,210 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

国庫支出金 15020201002 介護保険事業費補助金 605

1,210
　・介護保険システム改修業務委託料（国1/2）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　委託料　1,210千円 15 原材料費 合　計 1,210
５．主な要求内容 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

03款 01項 02目 000100000事業 老人福祉事務管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 04 医療福祉費 所属 0101030400-0000 国保年金課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金 △4,880 65,373 60,493

133,892 72,887 61,006

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △9,760 143,652
事業

0001 医療福祉事業（県補助分） (簡略番号：001828) 区　　分 今回補正額

補正査定
　１．小児、妊産婦、重度心身障害者及びひとり親家庭の対象者（所得制限あり）に、医療 01 報酬 16 公有財産購入費

66,276 61,396

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

12,003 12,003
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 △4,880
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

△10,000
05 災害補償費 20 貸付金

　　易に受けられるようにする。 04 共済費 19 扶助費 △10,000

備品購入費
　２．認定申請の受付、資格管理及び給付管理等の事務を円滑に行い、必要とする医療を容 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　費の一部を支給する。 02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　医療福祉費支給に関する条例 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　医療福祉費対策要綱、医療福祉対策実施要領、茨城県医療福祉費等補助金交付要綱、 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令又は従来の経緯 06 恩給及び退職年金 21

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 240 240 26 公課費
３．事業費当初予算比較 10 需用費 25

　扶助費　　　　　 △10,000千円 都道府県支出金 16020204001 医療費補助金 △5,000
都道府県支出金 16020204002 医療福祉事務費補助金 120

△9,760
５．主な要求内容
　役務費（手数料）　　  240千円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 △9,760
　（補正予算のため省略） 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

03款 01項 04目 000100000事業 医療福祉事業（県補助分）

計 上 額実施
計画

実施計画
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- 44 -

款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 04 医療福祉費 所属 0101030400-0000 国保年金課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

28,238 15,556 12,683

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 6,640 21,598
事業

0002 医療福祉事業（町単独分） (簡略番号：014214) 区　　分 今回補正額

補正査定
　１．小児（県制度非該当）に、医療費の一部及び未就学児外来自己負担分を支給する。 01 報酬 16 公有財産購入費

21,598 28,238

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 6,640
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

6,500
２．根拠法令又は従来の経緯 05 災害補償費 20 貸付金

04 共済費 19 扶助費 6,500

備品購入費
　　易に受けられるようにする。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　２．認定申請の受付、資格管理及び給付管理等の事務を円滑に行い、必要とする医療を容 02 給料 17

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　医療福祉費支給に関する条例 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 140 140 26 公課費

10 需用費 25

6,640
　扶助費　　　　　 6,500千円

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　役務費（手数料）　 140千円 15 原材料費 合　計 6,640
５．主な要求内容 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

03款 01項 04目 000200000事業 医療福祉事業（町単独分）

計 上 額実施
計画

実施計画



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 社会福祉費 08 障害者福祉費 所属 0101040100-0000 福祉介護課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

316,556
県支出金 18,774 139,420 158,194

634,841 361,149 273,693

財
源
内
訳

国庫支出金 37,715 278,841

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 75,551 559,290
事業

0002 障害福祉サービス等給付事業 (簡略番号：015817) 区　　分 今回補正額

補正査定
　障害福祉サービス等給付事業は、 障害者が自宅や地域社会で自立した生活をサポートす 01 報酬 16 公有財産購入費

141,029 160,091

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 19,062
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

75,100
　 障害者に生活の場を提供することにより自立が促される。 05 災害補償費 20 貸付金
　をのぞいた介護給付分、訓練等給付分について公費にて支払う。 04 共済費 19 扶助費 75,100

備品購入費
　ス、昼間の活動を支援するための日中活動系サービスなどにわけられている。自己負担分 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　るために、外出を支援するための訪問系サービスや、就労を支援するための訓練系サービ 02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　 また、障害者の補装具購入、修理にかかる費用負担の軽減が図られている。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 障害者が自発的に社会に関わるためのきっかけづくりの一助となっている。 06 恩給及び退職年金 21

　八千代町補装具費の代理受領に係る補装具業者の登録等に関する要項 13 使用料及び賃借料 予備費
　身体障害者福祉法 12 委託料 330 330 27 繰出金

寄附金
　障害者総合支援法 11 役務費 121 121 26 公課費
２．根拠法令又は従来の経緯 10 需用費 25

都道府県支出金 16010109003 障害者自立支援給付費負担金 18,774
５．主な要求内容

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 国庫支出金 15010110004 障害者自立支援給付費負担金 37,550
　（補正予算のため省略） 国庫支出金 15020203006 障害者総合支援事業費補助金 165

75,551
　（補正予算のため省略）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

３．事業費当初予算比較 15 原材料費 合　計 75,551
14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　障害者総合支援システム改修業務委託料　330,000円(国1/2)
　障害福祉サービス審査支払手数料　121,000円

　障害者自立支援給付費　61,254,000円 (国1/2  県1/4)
　障害児自立支援給付費　13,846,000円 (国1/2  県1/4)

03款 01項 08目 000200000事業 障害福祉サービス等給付事業

計 上 額実施
計画

実施計画
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]
03款 01項 14目 000200000事業 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

　　（返信用） 94円×  200件
　・口座振込手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　176千円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　　110円×1,600件 国庫支出金 15020101019 新型コロナウイルス感染症対応 113,487
　・システム改修業務委託料　　　　　　　　　　　　　500千円
　・電算処理業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　500千円
　・電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金　112,000千円
　　　70,000円×1,600件

５．主な要求内容 12 委託料 1,000 1,000 27 繰出金
　・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　100千円 13 使用料及び賃借料 予備費
　・通信運搬費（郵便代）　　　　　　　　　　　　　　211千円 14 工事請負費
　　（発送用）120円×1,600件 15 原材料費 合　計 113,487 113,487

08 旅費 23 投資及び出資金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 10 需用費 100 100 25 寄附金

11 役務費 387 387 26 公課費

２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　原油価格、電気、ガス料金を含む価格の高騰の続く中、エネルギー・食料品価格等の物価 01 報酬 16 公有財産購入費
　高騰の影響を受けた低所得世帯を支援するため、給付金を給付する。 02 給料 17 備品購入費

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 112,000 112,000

補正後の予算残額

事 業 費 113,487 60,782 174,269 42,061 132,209

財
源
内
訳

国庫支出金 113,487 60,782 174,269
県支出金

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 14 電力・ガス・食料品等価格高 所属 0101040100-0000 福祉介護課

事業

0002 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給 (簡略番号：013675) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額



款 03 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
民生費 項 児童福祉費 01 児童福祉総務費 所属 0101040200-0000 こども家庭課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

5,000
県支出金 22,482 22,482

54,887 7,357 47,531

財
源
内
訳

国庫支出金 5,000

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,304 52,583
事業

0007 子育て環境整備支援事業 (簡略番号：015439) 区　　分 今回補正額

補正査定
　特定教育・保育施設等の健全な運営及び保育内容の充実を図り、安全で安心な保育環境を 01 報酬 16 公有財産購入費

18,874 21,178

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

6,227 6,227
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 2,304
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　茨城県民間保育所等乳児等保育事業実施要項、八千代町多子世帯保育料軽減事業実施要 05 災害補償費 20 貸付金

2,304 2,304
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　整備する。 02 給料 17

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　領、八千代町保育対策総合支援事業費補助金交付要綱 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

2,304

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　民間保育所障害児保育事業費補助金　2,304千円 15 原材料費 合　計 2,304
５．主な要求内容 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

03款 02項 01目 000700000事業 子育て環境整備支援事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 47 -



- 48 -

款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
衛生費 項 保健衛生費 03 環境衛生費 所属 0101030300-0000 環境対策課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金 1,179 1,179

26,308 23,073 3,236

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 81 26,227
事業

0001 環境衛生総務事業 (簡略番号：002288) 区　　分 今回補正額

補正査定
　１．町内の環境保全のため、関連する機関や団体との連携を図る。 01 報酬 16 公有財産購入費

18,981 19,062

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

6,067 6,067
補助単独区分 目的区分 衛－保－環境衛生費 一般財源 81
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

05 災害補償費 20 貸付金
　環境基本法、下妻地方広域事務組合規約 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21

　燃料費（公用車）　81千円 13 使用料及び賃借料 予備費
５．主な要求内容 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 81 81 25

81

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 81
14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

04款 01項 03目 000100000事業 環境衛生総務事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
衛生費 項 保健衛生費 03 環境衛生費 所属 0101030300-0000 環境対策課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金

800 153 648

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 800
事業

0002 公害対策事業 (簡略番号：014307) 区　　分 今回補正額

補正査定
　公害に対応するための各種成分検査。 01 報酬 16 公有財産購入費

800 800

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 衛－保－環境衛生費 一般財源
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律 05 災害補償費 20 貸付金
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費 153 153
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　不法投棄を防止するため、行政区ごとに監視員を配置し監視体制を強化する。 02 給料 17

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　八千代町環境保全に関する条例 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 △153 △153 26 公課費

10 需用費 25

0
　臭気測定検査料　△153千円

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　臭気測定器購入　　153千円 15 原材料費 合　計 0
５．主な要求内容 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

04款 01項 03目 000200000事業 公害対策事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 49 -



- 50 -

款 04 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
衛生費 項 清掃費 01 清掃総務費 所属 0101030300-0000 環境対策課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

14,359 4,911 9,449

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 954 13,405
事業

0003 一般廃棄物減量化推進事業 (簡略番号：002483) 区　　分 今回補正額

補正査定
　　　プラスチック製品の増加等により廃棄物の量は増加の一途を辿っており、最終処分場 01 報酬 16 公有財産購入費

964 1,918

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

12,441 12,441
補助単独区分 目的区分 衛－清－その他 一般財源 954
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　　化など減量化への具体的な取り組みが必要とされているため、町でもごみの減量化に向 05 災害補償費 20 貸付金
　　　また、施設を更新する際の国の補助金の交付要件には、ごみ袋の有料化やごみの資源 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　　るため、更新は容易ではなく、稼働寿命の延命が課題となっている。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　の埋立て可能残量もひっ迫している。しかしながらごみ処理施設の建設経費は莫大であ 02 給料 17

　　要がある。 09 交際費 24 積立金
　　よる啓発活動や、ごみ袋の有料化などによるごみ減量化への動機付けを継続して行う必 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　　　これらの課題を解決するために、副区長に委嘱している一般廃棄物減量等推進委員に 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　けた更なる施策推進が必須である。 06 恩給及び退職年金 21

　　八千代町一般廃棄物の処理業に関する規程 13 使用料及び賃借料 予備費
　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律 12 委託料 27 繰出金

寄附金
２．根拠法令又は従来の経緯 11 役務費 756 756 26 公課費

10 需用費 198 198 25

　　（補正予算のため省略）
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況

954
３．事業費当初予算比較
　　（補正予算のため省略） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 954
　　八千代町一般廃棄物減量等推進委員会規則 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　　

　　　封筒印刷代　198千円
　　　封筒郵送料　756千円

５．主な要求内容
　　ごみ袋の引き換えチケット配布

04款 02項 01目 000300000事業 一般廃棄物減量化推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
農林業費 項 農業費 01 農業委員会費 所属 0101090100-0000 農業委員会事務局

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金 4,115 4,115

14,425 7,859 6,567

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 400 14,025
事業

0003 農業委員会運営事業 (簡略番号：002555) 区　　分 今回補正額

補正査定
　１　農地等の利用の最適化（担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・ 01 報酬 16 公有財産購入費

9,319 9,719

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

591 591
補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 400
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　４　農地法に基づく農地の売買・賃借、農地転用案件への審査等、農地に関する事務を執 05 災害補償費 20 貸付金

200 200
　３　情報活動として、委員会だよりの発行、全国農業新聞の購読推進を図る。 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　２　年金基金の業務委託手数料の交付を受け、農業者年金の加入推進を図る。　 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　解消、新規参入の促進）の推進を図る。 02 給料 17

　農業委員会等に関する法律、農地法 09 交際費 24 積立金
２．根拠法令又は従来の経緯 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 200 200 22 償還金､利子及び割引料

　行する。 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
３．事業費当初予算比較 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

　年度末までに策定するよう法定化された。
　　農地が利用されやすくなるよう、農地の集約化等に向けた地域での話合いをし、将来の

　　高齢化や人口減少の本格化により農業者の減少等が拡大し、地域の農地が適切に利用さ
　れなくなることが懸念される中、農業経営基盤強化促進法が改正され、地域計画が令和６

400

５．主な要求内容 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　（補正予算のため省略） 15 原材料費 合　計 400
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 14 工事請負費

　
補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　・各種研修会出席負担金　100,000円×2名=200千円
　

　
　　農業委員・推進委員研修の随行負担金

　農地利用の姿を明確化する地域計画を策定するための講演会講師謝礼
　・地域計画策定講演会講師謝礼　100,000円×2回=200千円

05款 01項 01目 000300000事業 農業委員会運営事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 51 -



- 52 -

款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
農林業費 項 農業費 02 農業総務費 所属 0101050100-0000 農政課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金 10,500 10,500

21,440 21,440

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,850 19,590
事業

0008 農業経営体支援事業 (簡略番号：015651) 区　　分 今回補正額

補正査定
　地域農業の担い手となる認定農業者や認定新規就農者への支援を行い、持続的な農業 01 報酬 16 公有財産購入費

8,090 9,940

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

1,000 1,000
補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 1,850
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　・農業経営基盤強化促進法 05 災害補償費 20 貸付金

1,850 1,850
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　の振興を図る。 02 給料 17

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　・補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 06 恩給及び退職年金 21

13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

1,850
　　事業費5,550千円　×　補助率1/3　＝　1,850千円

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　災害に強い果樹産地育成支援事業補助金 15 原材料費 合　計 1,850
５．主な要求内容 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

05款 01項 02目 000800000事業 農業経営体支援事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
農林業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101050200-0000 産業振興課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金 3,753 30,126 33,879

281,487 87,203 194,285

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 92,249 189,238
事業

0008 農業団体等支援事業 (簡略番号：015705) 区　　分 今回補正額

補正査定
　・農作物の作付拡大に取組む意欲のある生産者や団体等に、生産に必要な機械購入、施設 01 報酬 16 公有財産購入費

159,112 247,608

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 88,496
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　・儲かる産地支援事業費補助金交付要項 05 災害補償費 20 貸付金

92,249 92,249
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　整備、経費の一部を支援 02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　・補正予算のため省略 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21

５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

寄附金
　・補正予算のため省略 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

　・儲かる産地支援事業　3,753千円 都道府県支出金 16020503014 儲かる産地支援事業補助金（野 3,753
　　15,753千円－12,000千円（当初）＝3,753千円

92,249
　　○加工品　　 288千円
　 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　○精米品　88,208千円 15 原材料費 合　計 92,249
　・八千代町主力産品振興事業　88,496千円 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

05款 01項 03目 000800000事業 農業団体等支援事業

計 上 額実施
計画

実施計画
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款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
農林業費 項 農業費 06 農地費 所属 0101050100-0000 農政課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金 459 459

15,273 10,609 4,664

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,000 12,273
事業

0003 水利施設管理事業 (簡略番号：014015) 区　　分 今回補正額

補正査定
　１．土地改良施設の機能保持及び強化のため，施設管理者が実施する維持管理事業への支 01 報酬 16 公有財産購入費

11,814 14,814

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 農－地－農業農村整備 一般財源 3,000
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　・八千代町土地改良事業補助金交付要項 05 災害補償費 20 貸付金

3,000 3,000
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　援を図る。 02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21

５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

3,000

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　調査設計費　10,000千円　×　30％　＝　3,000千円 15 原材料費 合　計 3,000
　八千代町土地改良事業補助金 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

05款 01項 06目 000300000事業 水利施設管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
農林業費 項 農業費 06 農地費 所属 0101050400-0000 上下水道課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

158,738 100,000 58,738

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 549 158,189
事業

0007 農業集落排水事業特別会計繰出金事業 (簡略番号：002936) 区　　分 今回補正額

補正査定
　・農業集落排水事業の円滑な運営を行う。 01 報酬 16 公有財産購入費

158,189 158,738

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 農－地－農業農村整備 一般財源 549
経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

　・地方公営企業法 05 災害補償費 20 貸付金
　・八千代町農業集落排水事業特別会計条例 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21

549
５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費

12 委託料 27 繰出金 549

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

549

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 549
　・農業集落排水事業特別会計繰出金　549千円 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

05款 01項 06目 000700000事業 農業集落排水事業特別会計繰出金事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 55 -



- 56 -

款 07 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
土木費 項 道路橋梁費 02 道路維持費 所属 0101050300-0000 都市建設課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

203,620 159,220 44,401

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,000 202,620
事業

0001 道路維持修繕事業 (簡略番号：003344) 区　　分 今回補正額

補正査定
　　町道の維持管理に必要な委託料及び原材料費等。 01 報酬 16 公有財産購入費

198,740 199,740

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

3,880 3,880
補助単独区分 目的区分 土－道－道路 一般財源 1,000
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

05 災害補償費 20 貸付金
　　道路維持管理事業 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21

　　町道2382号線外境界復元測量費　1,000千円 13 使用料及び賃借料 予備費
５．主な要求内容 12 委託料 1,000 1,000 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 25

1,000

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 1,000
14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

07款 01項 02目 000100000事業 道路維持修繕事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 07 02 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
土木費 項 河川費 01 河川総務費 所属 0101050300-0000 都市建設課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

1,851
県支出金

8,819 2,847 5,973

財
源
内
訳

国庫支出金 1,851

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 4,200 4,619
事業

0001 河川対策推進事業 (簡略番号：003512) 区　　分 今回補正額

補正査定
　　町管理の河川及び鬼怒川においての排水樋管の保守点検 01 報酬 16 公有財産購入費

2,768 6,968

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 土－河－河川 一般財源 4,200
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

05 災害補償費 20 貸付金
　　 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　　（補正予算のため省略） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

３．事業費当初予算比較 06 恩給及び退職年金 21

　　新堀川堤防復旧工事　4,200千円 13 使用料及び賃借料 予備費
５．主な要求内容 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　　（補正予算のため省略） 10 需用費 25

4,200

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 4,200
14 工事請負費 4,200 4,200

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

07款 02項 01目 000100000事業 河川対策推進事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 57 -



- 58 -

款 07 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
土木費 項 都市計画費 01 都市計画総務費 所属 0101050300-0000 都市建設課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金 257 257

5,789 589 5,201

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 4,081 1,708
事業

0002 都市計画総務事業 (簡略番号：003535) 区　　分 今回補正額

補正査定
　町の基本構想並びに都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、都市づくりに取り 01 報酬 16 公有財産購入費

1,328 5,409

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

123 123
補助単独区分 目的区分 土－都－区－区画整理 一般財源 4,081
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

２．根拠法令又は従来の経緯 05 災害補償費 20 貸付金
04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　な主体が各々に役割を自覚し、まちづくりへ積極的に参加することを促す。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　組む。個別の都市計画と関連する諸計画との相互の整合性を図り、町民事業者などの多様 02 給料 17

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
３．事業費当初予算比較 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　都市計画法　建築基準法 06 恩給及び退職年金 21

　 13 使用料及び賃借料 予備費
　（補正予算のため省略） 12 委託料 27 繰出金

寄附金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25

4,081
　14　工事請負費
　　東原調整池管理用道路修繕工事　L=41.3m　4,081千円 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

５．主な要求内容 15 原材料費 合　計 4,081
14 工事請負費 4,081 4,081

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

07款 03項 01目 000200000事業 都市計画総務事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 08 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
消防費 項 消防費 02 非常備消防費 所属 0101020400-0000 消防交通課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

33,217 18,130 15,088

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,357 30,860
事業

0001 消防団活動事業 (簡略番号：003719) 区　　分 今回補正額

補正査定
　1.常備消防との連絡調整を図る。 01 報酬 16 公有財産購入費

23,773 26,130

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

7,087 7,087
補助単独区分 目的区分 消－その他 一般財源 2,357
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　消防組織法、八千代町消防団の設置に関する条例 05 災害補償費 20 貸付金
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　2.火災や災害への対応、予防啓発活動を行う消防団の事務局として事務を執る。 02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 08 旅費 2,357 2,357 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21

５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

2,357

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 2,357
　火災（その他）の発生の増加に伴う補正 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

08款 01項 02目 000100000事業 消防団活動事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 59 -



- 60 -

款 09 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
教育費 項 教育総務費 02 事務局費 所属 0101080100-0000 学校教育課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債
県支出金

2,315 1,076 1,240

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,070 1,245
事業

0007 学校施設管理事業 (簡略番号：015648) 区　　分 今回補正額

補正査定
　　施設の安全性と機能を継続的に確保し、児童が安全に学校生活をおくる上で必須である 01 報酬 16 公有財産購入費

1,245 2,315

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 教－教－教育総務費 一般財源 1,070
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　令和3年度に「八千代町　学校施設の長寿命化計画」を作成 05 災害補償費 20 貸付金
２．根拠法令又は従来の経緯 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　。 02 給料 17

09 交際費 24 積立金
　（補正予算のため省略） 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

３．事業費当初予算比較 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

06 恩給及び退職年金 21

５．主な要求内容 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 1,070 1,070 27 繰出金

寄附金
　（補正予算のため省略） 11 役務費 26 公課費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 10 需用費 25

　

1,070
　落葉や倒木の恐れ等により近隣住民や児童生徒の生活に支障があるため伐採する
　中結城小学校　9本・八千代第一中学校　3本 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　 15 原材料費 合　計 1,070
　立木伐採処分委託料　1,070千円 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

09款 01項 02目 000700000事業 学校施設管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 09 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
教育費 項 社会教育費 04 歴史民俗資料館費 所属 0101080200-0000 生涯学習課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

3,837 2,212 1,626

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 120 3,717
事業

0002 歴史民俗資料館施設管理事業 (簡略番号：015511) 区　　分 今回補正額

補正査定
　歴史民俗資料館の施設維持、管理のための費用。 01 報酬 16 公有財産購入費

3,717 3,837

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 120
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

３．事業費当初予算比較 05 災害補償費 20 貸付金
04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17

　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　（補正予算のため省略） 06 恩給及び退職年金 21

　水道料金　　4,235円×6か月＝ 25,410円 13 使用料及び賃借料 予備費
　電気料金　135,000円×5か月＝675,000円 12 委託料 27 繰出金

寄附金
５．主な要求内容 11 役務費 26 公課費

10 需用費 120 120 25

120

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　（675,000円＋25,410円）－580,853円＝119,577円 15 原材料費 合　計 120
　（電気料金＋水道料金支出見込額）－現在残高＝補正額 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

09款 05項 04目 000200000事業 歴史民俗資料館施設管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 61 -



- 62 -

款 09 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
教育費 項 社会教育費 07 図書館費 所属 0101080200-0000 生涯学習課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

16,265 11,154 5,112

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 500 15,765
事業

0003 図書館運営事業 (簡略番号：004848) 区　　分 今回補正額

補正査定
　1.図書館資料を充実させることにより、利用者増及びサービスの充実を図る。 01 報酬 16 公有財産購入費

15,654 16,154

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

111 111
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 500
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　館システムを運用する。 05 災害補償費 20 貸付金
　検索、貸出、返却、予約等の業務を迅速かつ正確に処理し、さまざまな分野で最適な図書 04 共済費 19 扶助費

備品購入費 500 500
　3.利用者サービスのさらなる向上と図書館業務の一層の効率化が求められるため、資料の 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　2.学校図書館の補充支援として、小中学生により多くの本に触れる機会を提供する。 02 給料 17

　書意欲を高める。 09 交際費 24 積立金
　5.図書館システムと連動し、利用者自身が簡単な操作で記帳できる通帳印刷機を利用し読 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　オフィスソフトが使えるパソコンを提供し、学習や業務の支援を行う。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　4.利用者の調査研究のために、インターネットにアクセスできる環境を提供する。また、 06 恩給及び退職年金 21

２．根拠法令又は従来の経緯 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

寄附金
　を配布し、絵本を読む時間の楽しさを伝える。 11 役務費 26 公課費
　6.保健センターで実施する3・4ケ月児健診時に、絵本2冊、リーフレット、通館バッグ等 10 需用費 25

　（補正予算のため省略）
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況

500
３．事業費当初予算比較
　（補正予算のため省略） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 500
　図書館法、八千代町立図書館管理運営規則 14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

５．主な要求内容
　・図書資料購入費　500千円（寄附活用分）

09款 05項 07目 000300000事業 図書館運営事業

計 上 額実施
計画

実施計画



款 09 05 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
教育費 項 社会教育費 07 図書館費 所属 0101080200-0000 生涯学習課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債
県支出金

15,167 9,830 5,338

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 475 14,692
事業

0004 図書館施設管理事業 (簡略番号：013789) 区　　分 今回補正額

補正査定
　1.建築物の安全性を確保するため、建築物の敷地・構造及び防火設備等の維持保全の状況 01 報酬 16 公有財産購入費

14,692 15,167

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 475
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

２．根拠法令又は従来の経緯 05 災害補償費 20 貸付金
04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　2.利用者に憩いの場として利用してもらうため、敷地内の環境整備を実施する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　を報告する。 02 給料 17

３．事業費当初予算比較 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　計画（社会教育系施設・図書館編） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　図書館法、八千代町立図書館管理運営規則、八千代町公共施設等総合管理計画　個別施設 06 恩給及び退職年金 21

　（補正予算のため省略） 13 使用料及び賃借料 予備費
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 26 公課費

　（補正予算のため省略） 10 需用費 475 475 25

475
　・光熱水費　475千円
　 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

５．主な要求内容 15 原材料費 合　計 475
14 工事請負費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

09款 05項 07目 000400000事業 図書館施設管理事業

計 上 額実施
計画

実施計画

- 63 -



- 64 -

款 09 06 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

（単位：千円）
教育費 項 保健体育費 06 給食センター施設費 所属 0101080100-0000 学校教育課

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

43,641
県支出金

190,937 135,869 55,069

財
源
内
訳

国庫支出金 43,641

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,951 188,986
事業

0003 給食センター施設運営事業 (簡略番号：005256) 区　　分 今回補正額

補正査定
　　給食センターは八千代町の児童生徒の心身の健全な発達を支える食の基地として、学校 01 報酬 16 公有財産購入費

114,657 116,608

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

30,688 30,688
補助単独区分 目的区分 教－保－学校給食費 一般財源 1,951
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

　た、地場産食材を積極的に使用するなど、地産地消の推進にも力を入れている。 05 災害補償費 20 貸付金
　から消えつつある中で、給食の献立に積極的に取り入れる等の取り組みも行っている。ま 04 共済費 19 扶助費

備品購入費
　　食育活動においては、核家族化や食生活の変化に伴い、行事食や郷土料理が家庭の食卓 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　給食法並びに食育基本法の精神に則り、常に安全と衛生に気を配り業務に当たっている。 02 給料 17

２．根拠法令又は従来の経緯 09 交際費 24 積立金
08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

　る。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　令和5年度より調理・配送業務が委託となり、給食センターの安定的で円滑な運営を図 06 恩給及び退職年金 21

　（補正予算のため省略） 13 使用料及び賃借料 予備費
３．事業費当初予算比較 12 委託料 27 繰出金

寄附金
11 役務費 90 90 26 公課費

　学校給食法 10 需用費 1,861 1,861 25

５．主な要求内容
　燃料費　500,000円

1,951
　（補正予算のため省略）

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 15 原材料費 合　計 1,951
14 工事請負費

　　配送車修繕　　　110,000円
　

　　浄化槽設備修繕　180,400円
　　ボイラ修繕　　　108,900円

　修繕料　1,361千円
　　厨房機器修繕　　960,740円

　　ボイラ燃料代
　

09款 06項 06目 000300000事業 給食センター施設運営事業

計 上 額実施
計画

実施計画

　車検等整備料　90,000円
　　配送車3台、軽トラック1台、乗用車1台　法定点検分 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額



款 11 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

[NF113200PR]

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 8号補正 要求時

577,020 288,947 288,074

財
源
内
訳

国庫支出金

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 207 576,813
事業

0001 元金償還金 (簡略番号：005404) 区　　分 今回補正額

576,812 577,019

（単位：千円）
公債費 項 公債費 01 元金 所属 0101020300-0000 財務課

1 1
補助単独区分 目的区分 公債費 一般財源 207
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

県支出金

04 共済費 19 扶助費

備品購入費
２．根拠法令又は従来の経緯 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

02 給料 17

補正査定
　長期債に係る償還費用のうち元金分。 01 報酬 16 公有財産購入費
１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求

207 207
４．事務事業執行方法、歳入、歳出の見直し状況 08 旅費 23 投資及び出資金

補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　（補正予算のため省略） 06 恩給及び退職年金 21
３．事業費当初予算比較 05 災害補償費 20 貸付金

　長期債元金 12 委託料 27 繰出金

寄附金
５．主な要求内容 11 役務費 26 公課費

10 需用費 25
　（補正予算のため省略） 09 交際費 24 積立金

207

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

15 原材料費 合　計 207
14 工事請負費

　・平成24年度借入 臨時財政対策債　＋206,768円 13 使用料及び賃借料 予備費

11款 01項 01目 000100000事業 元金償還金

計 上 額実施
計画

実施計画

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

- 65 -


